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令和５年「労働災害動向調査（事業所調査（事業所規模 100 人以上） 

  及び総合工事業調査）」の結果を公表します 
 

 

厚生労働省では、このほど、「労働災害動向調査（事業所調査（事業所規模 100 人以上）

及び総合工事業調査）」の結果を取りまとめましたので、公表します。 

「労働災害動向調査」は、主要産業における年間の労働災害の発生状況を明らかにする

ことを目的として実施しています。 

今回公表する内容は、100 人以上の常用労働者を雇用する約 15,000 事業所及び総合工事

業の延べ約 5,500 工事現場のうち、有効回答を得た 9,798 事業所及び 4,643 工事現場につ

いて集計したものです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

詳細は別添概況をご覧ください。 

 

 

 
【調査結果のポイント】 
 
１ 労働災害の発生状況（事業所規模 100 人以上の事業所） 

・度数率（労働災害発生の頻度）は 2.14（前年 2.06） 
・強度率は（労働災害の重さの程度）は 0.09（同 0.09） 
・死傷者１人平均労働損失日数は 40.0 日（同 44.3 日） 
【６頁 第１－１図】 
 

   
２ 総合工事業の労働災害の発生状況 

・度数率は 1.69(前年 1.47) 
・強度率は 0.29(同 0.22) 
・死傷者１人平均労働損失日数は 174.2 日(同 153.2 日) 
【９頁 第３図】 
  

【用語の説明】 

・労働災害とは、業務に起因した労働者の負傷、疾病及び死亡をいうが、業務に起因した疾病であっても 

遅発性のもの（じん肺、振動障害など）や感染症などは除いている。 

・度数率とは、100 万延べ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数で、災害発生の頻度を表す。 

・強度率とは、1,000 延べ実労働時間当たりの延べ労働損失日数で、災害の重さの程度を表す。 

・死傷者１人平均労働損失日数とは、労働災害による死傷者の延べ労働損失日数を死傷者数で除したもの 

をいう。 


